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成都ウィナーソフト有限公司との業務提携に関するお知らせ 

 

当社は、2015 年５月 20 日開催の取締役会において、成都ウィナーソフト有限公司（中国名称：

成都维纳软有限公司、以下「ウィナーソフト社」）との間で、当社製品である「SI Object Browser 

PM」（以下、「OBPM」）の中国市場向け製品の開発及び販売に関する業務提携を行うことについて、

決議いたしましたので下記のとおりお知らせいたします。 

 

１．業務提携の理由等 

当社の主力製品のひとつである「OBPM」は、プロジェクト管理の ERP というべき総合プロジェ

クト管理システムです。日本だけでなく世界でもプロジェクト管理の現場はまだまだ Excel を使

った管理が主流となっています。「OBPM」は「脱 Excel」を実現できる統合システムで、個々のプ

ロジェクトだけでなく組織のプロジェクト管理力を向上させ、経営に役立つシステムを実現して

います。2008 年の発売開始から既に 100社を超える導入実績を達成しております。また、プロジ

ェクト管理の国際標準 PMBOK に完全準拠しているので、国別の業界慣習などに影響されにくく、

どの国でも標準的に利用できる製品となっています。 

今回の業務提携先であるウィナーソフト社は、中国四川省成都市に本社を置き、日本企業との

長年にわたる豊富なオフショア開発の経験を有しております。また、中国における「OBPM」の第

一号ユーザーとして自社の開発プロジェクトの管理に「OBPM」を活用しており、そのノウハウを

活かして中国国内における「OBPM」の販売総代理店として、当社の販路拡大に十分寄与できるも

のと判断いたしました。 

 

２．業務提携の内容等 

ウィナーソフト社との業務提携の内容 

（１）「OBPM」の中国市場向けローカライズ開発 

当社は、ウィナーソフト社に「OBPM」を中国市場向けにローカライズするための製品（以

下、「OBPM中国語版」）の開発を委託します。 

（２）「OBPM 中国語版」の中国国内における総販売代理店活動 

ウィナーソフト社は、本提携にて「OBPM中国語版」の中国国内での独占販売権並びに中国

国内での二次代理店を設置する権利を有することとなります。 

（３）「OBPM」の販売促進活動 

ウィナーソフト社は、「OBPM 中国語版」の中国国内での販売促進のために、独自のプロモ

ーション活動を行います。 
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（４）当社からの営業支援活動 

当社は、ウィナーソフト社が独自のプロモーション活動を行うにあたり必要な技術的支援、

アドバイス、その他の支援を行います。 

（５）「OBPM 中国語版」の中国国内でのサポート活動 

ウィナーソフト社は、「OBPM 中国語版」の中国国内の販売先ユーザーに対し、製品サポー

ト活動を行います。 

 

３．業務提携の相手先の概要 

（１） 名 称 成都ウィナーソフト有限公司（成都维纳软件有限公司） 

（２） 所 在 地 中国四川省成都市天府大道天府軟件園Ｂ3棟 2 階 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 法定代表人 李 白休 

（４） 事 業 内 容 システム開発、教育・人材サービス、日中投資・貿易など                      

（５） 資 本 金 3200万元（日本円 623 百万円※） 

（６） 従 業 員 数 530名 

（７） 設 立 年 月 日 1999年 2月 1日 

（８） 
上 場 会 社 と 当 該 会 社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当ありません。 

人 的 関 係 該当ありません。 

取 引 関 係 該当ありません。 

関連当事者への該当状況 該当ありません。 

※資本金の日本円は、2015年 5月 20 日現在の為替レートで表示しております。 

 

４．日程 

取締役会決議       2015年５月 20日 

業務提携契約締結            2015年６月中旬 

OBPM中国語版リリース   2015年秋頃 

事業開始日        2015年秋頃 

 

５．今後の見通し 

本提携による当社の 2016 年２月期の業績に与える影響につきましては、現時点では軽微であ

りますが、本提携が「OBPM」の中国国内での販路拡大に寄与してくれると期待しております。 

今後、開示すべき事項が判明した場合にはすみやかにお知らせいたします。 

 

以上 


